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Ａ ・・・・
Ｂ ・・・・

Ａ ・・・・
Ｂ ・・・・

別表２

収用証明書の区分一覧表

別表２

収用証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考

◯１ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項１号

※１ ・・・。
※２ ・・・。

◯１ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項１号

※１ ・・・。
※２ ・・・。

◯３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項２号

※１ ・・・。
※２ ・・・。
�１ 資産の買
取りを必要
とする事業
の施行者が
国、地方公
共団体又は
独立行政法
人都市再生
機構である
場合におい
て、・・・
・・

�２ ・・・・
・、当該事
業の施行者
に代わり、
独立行政法
人都市再生
機構が行う

◯３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項２号

※１ ・・・。
※２ ・・・。
�１ 資産の買
取りを必要
とする事業
の施行者が
国、地方公
共団体又は
地域振興整
備公団であ
る場合にお
いて、・・
・・・

�２ ・・・・
・、当該事
業の施行者
に代わり、
地域振興整
備公団が行
う当該資産

８３
―

―



改 正 後 改 正 前

当該資産の
買取り

�３ ・・・・
�４ ・・・・
�５ 資産の買
取りを必要
とする事業
が独立行政
法人中小企
業基盤整備
機構法附則
第５条第１
項第１号に
規定する・
・・・・に
代わり、独
立行政法人
中小企業基
盤整備機構
が行う当該
資産の買取
り

の買取り

�３ ・・・・
�４ ・・・・
�５ 資産の買
取りを必要
とする事業
が地域振興
整備公団法
第１９条第１
項第３号《業
務の範囲》
に規定する
・・・・・
に代わり、
地域振興整
備公団が行
う当該資産
の買取り

◯４ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項２号

※ ・・・・。
�１ ・・・・
�２ ・・・・
�３ ・・・・
�４ ・・・・
�５ ・・・・

◯４ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項２号

※ ・・・・。
�１ ・・・・
�２ ・・・・
�３ ・・・・
�４ ・・・・
�５ ・・・・

◯５ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項３号イ

※１ ・・・。
※２ ・・・・
・、同法第２
条第８項に規
定する・・・

◯５ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項３号イ

※１ ・・・。
※２ ・・・・
・、同法第２
条第９項に規
定する・・・

８４
―

―
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・・。 ・・。

◯２０ 電気通信事
業法第１２０条
第１項に規定
する認定電気
通信事業者
（※１）が設置
する同法第９
条に規定する
・・・・・

・・・・・ ・・・・ ・・・・ ※１ 「認定電気
通信事業者」
とは、・・・
・・電気通信
事業法第１１７条
第１項に規定
する総務大臣
の認定を受け
た者をいう。

※２ ・・・・
・（電気通信事
業法第９条）。

※３ ・・・・

◯２０ 電気通信事
業法第１２条第
１項に規定す
る第一種電気
通信事業者
（※１）が設置
する同法第６
条第２項に規
定する・・・
・・

・・・・・ ・・・・ ・・・・ ※１ 「第一種
電気通信事業
者」とは、・
・・・・電気
通信事業法第
９条第１項に
規定する総務
大臣の許可を
受けた者をい
う。

※２ ・・・・
・（電気通信事
業法第６条第
２項）。

※３ ・・・・

◯２２ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・ ※ ・・・・・、
ガス事業法
（昭和２９年法
律第５１号）第
２条第１３項の
規定による・
・・・・。

◯２２ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・ ※ ・・・・・、
ガス事業法
（昭和２９年法
律第５１号）第
２条第１２項の
規定による・
・・・・。

◯３５ 土地収用法第
３条各号のいず
れかに該当する
もの（当該いず
れかに該当する
ものと他の当該
各号のいずれか
に該当するもの

・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号

◯３５ 土地収用法第
３条各号の一に
該当するもの
（当該一に該当
するものと他の
当該各号の一に
該当するものと
が一組の施設と

・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号

８５
―

―
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改 正 後 改 正 前

とが一組の施設
として一の効用
を有する場合に
は、・・・・・

して一の効用を
有する場合に
は、・・・・・

◯３６ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項３号ロ

◯３６ ・・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項３号ロ

◯４１ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号の
３

◯４１ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号の
３

◯４２ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号の
４

◯４２ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号の
４

◯４３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号の
５

◯４３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号の
５

◯４４ ・・・・・ ・・・・・
�イ ・・・・ 国、都道

府県、独
立行政法
人都市再
生機構又
は地方住
宅供給公

・・・・
措置法規
則１４条５
項４号

※１ ・・・・
・、市町村（特
別区を含む。）、
独立行政法人
都市再生機構、
地方住宅供給
公社等又は・
・・・・。

◯４４ ・・・・・ ・・・・・
�イ ・・・・ 国、都道

府県、都
市基盤整
備公団、
地域振興
整備公団
又は地方

・・・・
措置法規
則１４条７
項４号

※１ ・・・・
・、市町村（特
別区を含む。）、
都市基盤整備
公団、地域振
興整備公団、
地方住宅供給
公社等又は・

８６
―

―



�ロ ・・・・

社・・・
・・

・・・・

※２ ・・・。

�ロ ・・・・

住宅供給
公社・・
・・・
・・・・

・・・・。
※２ ・・・。

◯４５ ・・・・・
�イ ・・・・・
�ロ ・・・・・

�イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・
・・・・

・・・・
措置法規
則１４条５
項４号の
２

※１ ・・・・
・、地方公共
団体、独立行
政法人都市再
生機構又は地
方住宅供給公
社である。

※２ 「代行買
収」とは、事
業の施行者
（又は施行予
定者）が独立
行政法人都市
再生機構であ
る場合におい
て、当該独立
行政法人都市
再生機構に代
わり、・・・
・・。

◯４５ ・・・・・
�イ ・・・・・
�ロ ・・・・・

�イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・
・・・・

・・・・
措置法規
則１４条７
項４号の
２

※１ ・・・・
・、地方公共
団体、都市基
盤整備公団、
地域振興整備
公団又は地方
住宅供給公社
である。

※２ 「代行買
収」とは、事
業の施行者
（又は施行予
定者）が地域
振興整備公団
である場合に
おいて、当該
地域振興整備
公団に代わ
り、・・・・
・。

◯４６ ・・・・・
�イ ・・・・・
�ロ ・・・・・

�イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項４号の
３

※ ・・・・・、
地方公共団体
である。

◯４６ ・・・・・
�イ ・・・・・
�ロ ・・・・・

�イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項４号の
３

※ ・・・・・、
地方公共団体、
都市基盤整備
公団又は地域
振興整備公団
である。

��４６の２ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５

��４６の２ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７

８７
―

―



改 正 後 改 正 前

項４号の
４

項４号の
４

◯４７ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項４号の
５

※ ・・・・・
が国又は地方
公共団体であ
る場合にお
いて、・・・
・・。

◯４７ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項４号の
５

※ ・・・・・
が国、地方公
共団体又は地
域振興整備公
団である場合
において、・
・・・・。

◯４８ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項４号の
６

◯４８ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項４号の
６

◯４９ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号の
２

◯４９ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号の
２

◯５０ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号の
６

◯５０ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号の
６

◯５１ ・・・・・
�イ ・・・・・
�ロ ・・・・・
�ハ ・・・・・

・・・・・
・・・・・、
措置法令第２２
条第１０項各号
のいずれかに
該当する旨・
・・・・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項５号の
７

◯５１ ・・・・・
�イ ・・・・・
�ロ ・・・・・
�ハ ・・・・・

・・・・・
・・・・・、
措置法令第２２
条第１０項各号
の一に該当す
る旨・・・・
・

・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項５号の
７

８８
―

―



��５１の２ 密集市街地に
おける防災街区の
整備の促進に関す
る法律による防災
街区整備事業の施
行に伴い資産の権
利変換があった場
合において、その
権利変換に係る資
産が次に掲げる資
産であるとき
�イ 密集市街地に
おける防災街区
の整備の促進に
関する法律第２１２
条第３項（密集
市街地における
防災街区の整備
の促進に関する
法律施行令第４３
条の規定により
読み替えられる
場合を含む。）
の規定により防
災施設建築物の
一部等又は防災
建築施設の部分
が与えられない
ように定められ
た資産

�ロ 密集市街地に
おける防災街区
の整備の促進に
関する法律第２０３
条第１項の申出
に基づき同法第

�イ及び�ハに掲
げる資産の場
合にあっては、
これに該当す
る資産である
旨の証明
�ロに掲げる資
産の場合にあ
っては、措置
法令第２２条第
１３項各号のい
ずれか（密集
市街地におけ
る防災街区の
整備の促進に
関する法律第
２０３条第１項
の申出をした
者が同法第２０２
条第２項各号
に掲げる要件
のすべてを満
たす場合には、
措置法令第２２
条第１３項第１
号に限る。）
に該当する旨
及び同項に規
定する審査委
員の同意又は
防災街区整備
審査会の議決
のあった旨の
証明

防災街区
整備事業
の施行者

措置法３３
条１項３
号の３、
措置法規
則１４条
５項５号
の８

（新 設）

８９
―

―



改 正 後 改 正 前

２２１条の規定に
よる権利の変換
を受けなかった
資産

�ハ 密集市街地に
おける防災街区
の整備の促進に
関する法律第２４８
条第１項の規定
により同項に規
定する差額に相
当する金額の交
付を受けること
となった資産

��５１の３ ・・・・・（同
法第５７条の５《土
地の買取請求》及
び密集市街地にお
ける防災街区の整
備の促進に関する
法律第２８５条にお
いて準用する場合
を含む。）・・・・
・

当該土地等を
都市計画法第
５２条の４第１
項、同法第５７
条の５又は密
集市街地にお
ける防災街区
の整備の促進
に関する法律
第２８５条の規
定により買い
取った旨の証
明

・・・・ 措置法３３
条１項３
号の４、
措置法規
則１４条５
項５号の
９

��５１の２ ・・・・・（同
法第５７条の５《土
地の買取請求》に
おいて準用する場
合を含む。）・・・
・・

当該土地等を
都市計画法第
５２条の４第１
項又は第５７条
の５の規定に
より買い取っ
た旨の証明

・・・・ 措置法３３
条１項３
号の３、
措置法規
則１４条７
項５号の
８

◯５２ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・
・・・・

措置法３３
条１項３
号の４、
措置法規
則１４条５
項５号の

◯５２ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・
・・・・

措置法３３
条１項３
号の３、
措置法規
則１４条７
項５号の

９０
―

―



１０ ９

��５２の２ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・
・・・・

措置法３３
条１項３
号の５、
措置法規
則１４条５
項５号の
１１

��５２の２ ・・・・・ �イ ・・・・
�ロ ・・・・

・・・・
・・・・

措置法３３
条１項３
号の４、
措置法規
則１４条７
項５号の
１０

��５２の３ 国、地方公共
団体、独立行政法
人都市再生機構又
は・・・・・

・・・・・ ・・・・ 措置法３３
条１項３
号の６、
３３条の２
１項１

号
措置法規
則１４条５
項５号の
１２

��５２の３ 国、地方公共
団体、都市基盤整
備公団又は・・・
・・

・・・・・ ・・・・ 措置法３３
条１項３
号の５、
３３条の２
１項１

号
措置法規
則１４条７
項５号の
１１

◯５３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項６号

◯５３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項６号

（削 除） ◯５４ 保安林整備臨時
措置法第４条第１
号又は第２号《買
入》に掲げる森林
等が同条の規定に
基づいて買い入れ
られ又は同法第６
条《強制買収》の
規定に基づいて買
い取られた場合

これらに該当
する資産であ
る旨の証明

当該森林
等の所在
する地域
を管轄す
る森林管
理局長

措置法３３
条１項５
号、３３条
の２ １
項３号
措置法規
則１４条７
項７号

◯５４ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規

※１ ・・・。
※２ ・・・。

◯５５ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規

※１ ・・・。
※２ ・・・。

９１
―

―



改 正 後 改 正 前

則１４条５
項８号

則１４条７
項８号

◯５５ ・・・・・命令
又は港湾法（昭和
２５年法律第２１８号）
第４１条第１項・・
・・・

・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項９号イ

◯５６ ・・・・・命令
又は港湾法第４１条
第１項・・・・・

・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項９号イ

◯５６ ・・・・・又は
電気通信事業法第
１４１条第５項・・
・・・

・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項９号ロ

◯５７ ・・・・・又は
電気通信事業法第
８６条第５項・・・
・・

・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項９号ロ

◯５７ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項９号ハ

◯５８ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項９号ハ

◯５８ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項９号ニ

◯５９ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項９号ニ

◯５９ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条５
項１０号

◯６０ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・
措置法規
則１４条７
項１０号

◯６０ ・・・・・ ・・・・・。 ※ ・・・・。 ◯６１ ・・・・・ ・・・・・。 ※ ・・・・。

◯６１ ・・・・・ ・・・・・。 ◯６２ ・・・・・ ・・・・・。

◯６２ ・・・・・ �イ ・・・・・。
�ロ ・・・・・。
�ハ ・・・・・。

◯６３ ・・・・・ �イ ・・・・・。
�ロ ・・・・・。
�ハ ・・・・・。

◯６３

イ 土地等が◯１
・・・・・ ・・・・

・、第一
・・・・
措置法規

※ ・・・・・、
国、地方公共

◯６４

イ 土地等が◯１
・・・・・ ・・・・

・、第一
・・・・
措置法規

※ ・・・・・、
国、地方公共

９２
―

―



から��５１の２まで
又は◯５９から◯６２

までに該当し
たことに伴い、
・・・・・

ロ ◯５５から◯５８ま
での規定・・
・・・

種市街地
再開発事
業の施行
者、防災
街区整備
事業の施
行者又は
措置法第
３３条第１
項第８号
に規定す
る・・・
・・

則１４条５
項１１号

団体又は独立
行政法人都市
再生機構であ
り、・・・・
・・。

から◯５１まで又
は◯６０から◯６３ま
でに該当した
ことに伴い、
・・・・・

ロ ◯５６から◯５９ま
での規定・・
・・・

種市街地
再開発事
業の施行
者又は措
置法第３３
条第１項
第８号に
規定する
・・・・
・

則１４条７
項１１号

団体又は地域
振興整備公団
であり、・・
・・・・。

◯６４ ・・・・・ ・・・・・。 措置法３３
条１項５
号
措置法規
則１４条５
項

◯６５ ・・・・・ ・・・・・。 措置法３３
条１項１
号
措置法規
則１４条７
項

◯６５ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ 措置法３３
条１項６
号
措置法規
則１４条５
項７号

◯６６ ・・・・・ ・・・・・・ ・・・・ 措置法３３
条１項６
号の２
措置法規
則１４条７
項７号の
２

◯６６ 密集市街地に
おける防災街区
の整備の促進に
関する法律によ
る防災街区整備
事業の施行に伴
う権利変換によ
り新たな権利に

これに該当す
る権利である
旨の証明

防災街区
整備事業
の施行者

措置法３３
条１項６
号の２
措置法規
則１４条５
項７号の
２

（新 設）

９３
―

―



改 正 後 改 正 前

変換することの
ない権利が消滅
した場合

別表３

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表

別表３

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

◯１ 国、地方公共
団体、独立行政
法人都市再生機
構又は地方住宅
供給公社が次に
掲げる事業の用
に供するため・
・・・・

�イ ・・・・・
�ロ 大都市地域
住宅等供給促
進法による住
宅街区整備事
業、都市再開
発法による第
一種市街地再
開発事業又は
密集市街地に
おける防災街
区の整備の促
進に関する法
律による防災
街区整備事業

�イ ・・・・・、
独立行政法人都
市再生機構又は
地方住宅供給公
社で当該事業の
施行者でないも
のが買取りをす
る場合には、・
・・・・

�ロ ・・・・・
Ａ ・・・・・
Ｂ ・・・・・
当該土地等が
大都市地域住
宅等供給促進
法第２８条第３
号《定義》に
規定する施行
区域内の土地
等、都市再開
発法第６条第
１項《都市計
画事業として

・・・

・・・
・・・

・・・・ ※１ ・・・・
・国、地方公
共団体及び独
立行政法人都
市再生機構以
外の者が・・
・・・。

※２ ・・・。

◯１ 国、地方公共
団体、都市基盤
整備公団、地方
住宅供給公社又
は地域振興整備
公団が次に掲げ
る事業の用に供
するため・・・
・・
�イ ・・・・・
�ロ 大都市地域
住宅等供給促
進法による住
宅街区整備事
業又は都市再
開発法による
第一種市街地
再開発事業と
して行う公共
施設の整備改
善、共同住宅
の建設又は建
築物及び建築
敷地の整備に

�イ ・・・・・、
都市基盤整備公
団、地方住宅供
給公社又は地域
振興整備公団で
当該事業の施行
者でないものが
買取りをする場
合には、・・・
・・

�ロ ・・・・・
Ａ ・・・・・
Ｂ ・・・・・
当該土地等が
大都市地域住
宅等供給促進
法第２８条第３
号《定義》に
規定する施行
区域内の土地
等又は都市再
開発法第６条
第１項《都市
計画事業とし

・・・

・・・
・・・

・・・・ ※１ ・・・・
・国、地方公
共団体及び都
市基盤整備公
団以外の者が
・・・・・。

※２ ・・・。

９４
―

―




